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ま え が き

著者らは第1 報において殺卵剤サイアベンダ ソールに

よる鉤虫感染阻止効果を報告し， 第2 報において鞭虫感

染阻止効果を報告したが（久津見 ら，　1966　a，　b）， その

いづ れにおい ても部落全戸 の屎尿貯 溜槽に殺卵剤を投入

す るこ とにより住民 の寄生 虫感染 が阻 止されるこ とを述

べ た．今回 は蛔虫感染阻止効果 を報告す る．こ れは前報

の鞭虫感染阻止効果 を調べた地区の同一対象について，

蛔虫に関す る結果をま とめたものである．

調査対 象および実施方法

1． 実施地区と対象

東 京都西多 摩郡槍原 村におい て実施した． その詳細は

前報 に述 べた． 実施 した部落は6 部 落で， 出畑・上 川乗

の2 部落（人口299 名） は殺卵剤 の投入 と集団駆 虫を行

ない，こ れをA 地区 とした．下川乗（人 口181 名 ）は殺

卵剤 の投入のみで集団駆虫は行な わず，これ をB 地区 と

した．　A，　B地区に対する 対照 とし て中里 ・白倉・大沢

の3 部落（人口398 名）を無処理地区 とし，殺卵剤の投

入は行なわず集団駆虫のみ実施した．

2． 殺卵剤の投入

殺卵剤はサイアベンダゾー ル〔2べ4’－thiazolyl〕－benzi－midazole，　Merck　Sharp　＆　Dohme

社製］の水 溶性粉末

（1g 中の有効成分350　mg，　Lot　N0．　46　RTS　54） を用

い た．第1 回と 第2 回 投入は50　ppm，　第3 回以 降 は 少

なくとも10　ppm　（屎尿100Z 当り水溶性粉 末3 ～6　g，　10

～20　ppm）とし，　1964年6 月から1966 年3 月 まで の22

（15 ）

健　 治

カ月間毎月1 回，処理A ，B 両地区の全戸の屎尿槽内

に投入した．投入後の蛔虫卵の死滅状況は屎尿の一部を

サンプルとして培養し，仔虫期卵に達するものがないこ

とも確かめた．同時に無処理地区からもサンプルをと

リ，培養によって仔虫期卵百分率を調べた．

3．陽性者の検出方法

蛔虫陽性者の検出はセロファン厚層塗抹標本の1 枚儉

によった．第1 回検査は1964 年7 月に行ない，以後4

ヵ月に1 度， 同年11 月，　1965年3 月，（5 月には駆虫

後の検査），7 月，11 月，　1966年3 月の6 回実施した．1965

年7 月の検査からは陽性者につい て更にセロファ

ン厚層塗抹標本1 枚と直接塗抹標本3 枚を作製し，受精

卵・不受精卵の区別と虫卵数の計測を行なった，なお処

理地区と無処理地区の区別は1963 年末の予備調査の結

果によって決定した．

4．疫学的調査

各戸別の調査用紙により，家族の年令，職業，畑の有

無と作物，畑への立入頻度，野菜の購入状況，屎尿の処

理方法を調査した．すべての成績は個人別のパンチカー

ドに記入して結果を整理した．

処理地区と無処理地区の疫学的共通性

殺卵剤の感染阻止効果は処理地区と無処理地区の住民

の新感染者（陽転者）の出現率を比較して判定す るの

で，すべての地区は疫学的に同質であることの検討が必

要である．

1．検査対象の年令構成，畑への立入り頻度及び各戸

の野菜購入状況
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弟1 表　地区総人員に対 する検査人員 と男女比
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第1 図　実施地［K 住民の年齢構成， 畑への立入

り頻度及び各戸 の野菜購入程度の分布

女
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地区全員に対する検査対象数は83 ～87 ％でいづ れ も

地区全員を代表するも のと見倣した（第1 表）．男女数も

地区 により殆 んど差 がない．年令 構成，畑 への立 入り頻

度及び 野菜購入別 の分布 は第1 図に示し たが，A 地 区と

無 処理地区はかなり一致し てい る．B 地区では年 令構成

の一部 と野菜を購入する群の比率が他とやや異なるが基

本的には大差はない．

2 ．第1 回検査の蛔虫陽性率

8 ）O

）7

）
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第2 表　年齢別 及び性別 の蛔虫陽性者数
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第1 回検査によ る年令肌 性別 の蛔虫陽性率は第2 表

に示した が，A 地区 と無処理地区で は殆 んど同一 の傾向

であ る．B地区 では年令別陽性率 が他と異なっ てい るが，

これはさきの年 令構成とともに，B 地区 の検査対 象数 が

少ない ことに起因すると思われる．

3 ．各戸の蛔虫陽性者数

各戸 の陽性者数は第3 表に示した．陽性者のい た戸数

戸 歓
単位

帛3 表　第31 伺検杏に 上る 各戸お よび

その家族内の蛔虫陽性者数

地 区
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はA 地区では全戸の53．4％，　B地区60．0％， 無処理地

区35．1％ であっ て，これはほぼその 地区の 陽性率に正

比例している．陽性率の最も高いB 地区では，陽性者の

いない戸数は最も少なく，また陽性者が3 名以上い る戸

（16 ）



数 は最も多い．

以上 を綜合すると，B 地区はその陽性率が か な り 高

く， しかも対象 人員 が少ないのでに それに起因して調査

結 果が他とやや 異なっ てい る． そこでB 地区は殺卵剤の

投 入のみを行ない，途 中で駆 虫をせず， 殺卵剤の効果を

単 独に観察する地区 とした． ともに集団 駆虫を行なったA

地区 と無 処理地区 は，疫学的 条件 からも処理条 件から

も比較し うるもので ある．

即 ち今回 の目的は第1 にA 地区 と無処理地区 を比較し

て，「地区におけ る集団駆 虫」 とい う条件 が加 わっ た場

合 の殺卵剤 の感染阻止効果 を判定し，第2 にB 地区におV

てヽは殺卵剤単独の感染阻止効果を調べ，A 地区におけ

る集団駆虫 とい う条件を除いた場合 の効果 を判定した．

蛆虫感染阻止効果の判定時期

殺卵剤によっ て屎尿中虫卵の殺滅を開始して も，既に

野外に撒布された虫卵によ る感染の機会 があ る間は，そ

の効果を認めることは困難である（久 津見ら，　1966　b）．

そこでその効果を判定す る時期は次の如き推定に基いて

決 定した．

野外に存在する蛔虫卵の生死を推定する と第2 図の如

く である． まづ生存卵（ 図の白い 部分）に着目すると，
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第2 図　各地区の野外に撒布された蛔虫卵の生

存，死滅状況

白：生存卵，斜線：殺卵剤による死滅卵，黒い

丸印（●）は検便した時期を示す

蛔虫卵の生存期間を10 ヵ月（小宮，　1959）と仮定した場

合，　A，　B両 地区では1965 年 の4 月に 至っ て 生存郛は

消 失し， 感染は 起 らない．　A，　B両地区では 死滅卵の

み が撒布されてい るからである． これに対して無処理地

区 では常時一定 数の生存卵が撒布されて， 常時感染 が起

っ ていると推定される．

（17 ）
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以 上の推定による と，無処理地区 の生存卵密度はA ，B

両 地区 にくらべて高く，従っ て新感染 の頻度 が増加す

るこ とにな’る’． 蛔虫卵 が感染して から成虫に なっ て排卵

を開始 す るまでの 期間を3 ヵ月 とすれば，　1965年7 月

以降 の検査におい ては，　A，　B両地区 と無処理地区 の陽

転率に差 を 生 ずることになる． そこで1965 年3 月まで

を第1 期（10 ヵ月），それ以 後を第H 期（12 ヵ月）に分け，

第u 期 の結果 をもっ て殺卵剤の効果を判定した．

但し，A 地区 では1965 年4 月に 駆虫を 行なっ てい る

ので，第2 図に示す如 く第n 期の排出虫卵数は減少して

い る筈で ある．こ れは明らかに感染阻止効果 となっ て現

れる もので，第n 期 の殺 卵剤の直接的な感染阻止効果は

その意義 が少ない．第H 期 におけ る感 染は， むしろ第1

期に殺卵剤を使用し たことによっ て阻止される と考え るI

ので， 効果判定 の資料 として 意義 をもっ と見倣した．

A 地区と無処理地区における集団駆虫

A 地区と無処理地区での集団駆虫は1965年4 月に行

なった．駆虫剤はサントニン・カイニンサン合剤で1 錠

中サントニン0．015　g，カイニンサン0．0015　g　を含有す

る．これを高校生以上5 錠，中学生4 錠，小学4 ～6 年

生3 錠，小学1 ～3 年生と幼児は2 錠を頓服させた．服

薬は各戸で行ない，衛生委員がこれを確認した．

駆虫効果をみるとA 地区では陽性者43 名中41 名が服

薬し，そのうち29 名（70．7％）が陰転した．無処理地

区では48 名全員 が服薬し，36 名（75．0％）が陰転し

た．これによってA 地区の陽性率は5．7％，無処理地区

は3．6％になり，両地区を比べると，陰転率もほぼ等し

く，集団駆虫後の陽性率も同程度となった．従って両地

区に対する駆虫の影響はほぼ均等であったと思われる．

殺卵剤投入の蛆虫感染阻止効果

1．検査時期別の蛔虫陽性者

蛔虫陽性率を時期別にみると第4 表の如くである．A

地区では当初の20 ％から駆虫後には約6 ％，最終的に

は11 ．0％になり当初の約1／2になっ た（P＜0．01）．無

処理地区では当初の15 ％から駆虫後は約4 ％に低下し

たが，最終的には11．6％となり，初めの陽性率に近く

なった．駆虫を行なわないB 地区では33 ％から最終的

に21 ％にな叭 約2／3に低下した（PC0．02）．

2．検査時期別の蛔虫陽転者

陽転者のうちには次回検査時に陰転し以後も継続的に

陰性である一時的陽転者があり，これは引続いて陽性で
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第4 表　検査時期別 の蛔虫陽性 者数

陽性者数

検査時期　　処理A 地区
（検査数246

人
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第5 表　検査時期別の蛔 虫陽 転者数

処理A 地区 処理B 地 区 無処 理地区
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計
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総 計
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あるも のとは感染濃度が異なる と推定されるので区別し

た．

第5 表の如 く，まづ継続的 に陽性 であ るものについ て

み ると，A 地区 では第1 期17 名， 第n 期21 名 であり，B

地区では10 名 及び13 名であっ て，時期的に著しい 差

はない． 無処理 地区 では 第1 期は18 名であっ たが 第n

期には31 名に増加した．

次にそ の陽転率をま とめると第6 表 の如くであ る．ま

づ一時的陽転者についてみる と第1 期においては各地区

とも少 ない． ところがA 地区 と無処理地区では第n 期に

やや増加し てい る．両地区に は差 が認 められない ので，

両地 区で実施し た駆虫による影響 ではない かと推定 され

る．

継続的陽転者の出現率は， 第1 期では地区別に著しい

差はなく，或程度地区の初めの陽性率に支配されるよう

にみえる．第n 期の陽転率は地区別に有意差はないが，A

地区以外は第1 期より僅かに増加してい る． これは第

継陽
続転
的 者

一 陽
時 転
的 者

対 象

第6 表　検査時期 別の陽転率

第1 期　　　　　 第H 期

検
査
数
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転
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H 期 の観察期間が12 ヵ月で 第1 期（8 ヵ月 ）より 長い

ためであろ う．

以上 の如 く陽転率で判断す る限 りでは，A 地区，B 地

区，無処理地区 の間 には著しい 差違は認 められないこ と

が明 らか となっ た．

3．第II期 にお ける陽転者の感染濃度

a） 受 精卵排出者

第H 期には虫卵数と同時に受精卵，不受 精卵の区別を

したので，陽転者について受精卵排出者数を調べた．こ

の湯合両虫卵排出者は受精卵に入れた．また同時に行 な

っ た第1 期 から の陽性者の成績も示した（第7 表）．

第7 表　第H 期 にお ける陽性 者及び陽転者の

受精卵排出率

対

象

地　 区
総　 検　

受 精卵
人　 査　　

出者
数　 数　

排l「

不受 精卵

排出者

受精卵

に転換

苧ぶ 処理A 地区14　13　10（76．9）

期性 処理B 地区52　28　16（57．1）
な者 無処理地区12　11　7（63．6）

第陽 処理A 地区37　28　3（10．7）
萇贄 処理B 地区21　18　1（5 ．6）

の　無処理地区49　41　16（39．0）

3（23．1冂

12（42．9）　0

4（36．4）　0

25（89．3）　0

17（94．4）　1（　5．9）

25（6LO ）4（16．0）

受 精卵・ 不受 精卵排出の区別はI腸性 者は1965 年7

月検査によっ て行ない， 陽転者はそ の 陽転 が

認 められたとき行なった．

まづ第1 期か らの陽性者（以下陽性者） のうち受精卵

排出者は地区別 では有 意差は ない が，A 地区 と無処理地

区 はやや高い．こ れは駆 虫に よって陰転し なかった もの

であるから，比較的濃 厚感染者 が残 されたこ とを示 すも

のであろう．

次に第n 期の陽転者（以 下陽転者）につい てみると，

陽転した ときに既に受精卵を排出してい たものはA 地区

（18 ）



10．7％，　B地区5．6％で， これらは無処理地区の39．0

％にくらべると著しく低い．また不受精卵排出者であっ

たものが以後に受精卵を排出した例はA 地区では認めら

れず，B 地区では1 名（5．9％），無処理地区で は4 名（16．0％）

であった．これによってB 地区の受精卵排出

者率は11．1％，無処理地区のそれは48．8％となった．A

，B 両地区にくらべると無処理地区の受精卵排出者率

は4 倍以上に達した（Pく0．01）．

以上の点からみて，　A，　B両地区の陽転者の感染濃度

社無処理地区にくらべて低く，軽感染であることが明ら

かとなった．

b） 陽転者の排出虫卵数

次に排出虫卵数を検討したが，これは直接塗抹標本3

枚中の虫卵数の平均値であり，第n 期における最高値を

もって示した．第8 表の結果についてみると，不受精卵

第8 表　第n 期における陽性者及び陽転者の

排出虫卵数

虫 卵 数

塗 抹 標｀

本3m
白

中

迯
理
A
地
区

処
理
B
地
区

無
処

理

地

区

1～910

～4950

～99100

～

1 ～910

～4950

～99100

～

1 ～910

～4950

～99100

～

第1 期

からの
陽性者

不卵受

第n 期

の
陽転 者

不 卵 受

受　 精　受　精
精　卵　精　卵

2　2

1　7

0　1

0　0

3 10

10　0

2　11

0　4

0　1

12 16

4　0

0　2

0　3

0　2

4 7

19　1

6　2

0　0

0　0

25 3

12　0

3　2

1　0

0　0

16 2

20　3

1　13

0　2

0　2

21 20

不排

受出
精者
卵

21　（　75

7　（　25

0

0

合計

受排

精出

卵者

・）　3（　23、1）
・）　9（　69．2）1

（7 ．7）0

28（100 ．0）22　（　78．6）5（　17．8）1

（　3．6）0

－

28（100 ．0）
－
24（　96．0）

1

0

0

（　4．0）

13（100 ．0）
一 一0

13（　72．2）

4（　22．2）

1（　5．6）

－

18（100 ．0）

3（　11．1）
15（　55．6）
5（　18．5）
4（　14．8）

25（100．0）　27（100．0）

排出者合計では3 地区とも著しい差 がなく，いづれも50

コ以下であった．受精卵排出者合計でみるとA 地区

では50 コ以下が92．3％であ 叭50 コ以上は7．7％で

あった．これに対してB 地区，無処理地区では，501

．以上が27．8％，　33．3％であって， かなりの濃厚感染で

あることが認められる．

しかし，これを陽性者，陽転者別にみると，B 地区の

受精卵50 コ以上のものは第1 期からの陽性者であって，

（　19　）
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第II期 の陽転者には認 められない．無処理地区で はその

約半数が第n 期 の陽転者であ る．

即ち，　A，　B両地区の陽転者の 感染濃度は受精卵排出

者の排出虫卵数からみて 乱 無処理地区よ り低いこ とが

分っ た．

c） 排出虫卵数 の変動

第H 期 の検査時 に認められた虫卵数の変動を第9 表に

第9 表　 第n 期にお ける陽性者及び陽転者

の排出部 数の変動

対 象

処A 前期 からの陽性 者14　7　4
地 後期 の陽転 者　　37　14　14

理 区

処B
地

理区

合計

前期 から の陽性 者
後期の陽転 者

合計

排出虫卵数の変動

不変　 減少　 増加

2

0

1

0

51　21　18（85．7）2（9．5）　1　（　4．8）

52　22　17　　　　3　　　2
21　9　9　　　0　　0
73　31　26（83．9）3（9．7）2（　6．4）

無 地 前期 からの陽性者12　7　4
処　 後期 の陽 転者　　49　24　18
理 区 合 計

1

0

2

6

61　31　22（71．0）1（3．2）8（25．8）

示した．この変動は駆虫後の虫卵数又は陽転したときの

虫卵数にくらべて3 倍以上の増減があった場合を変動と

した（横川ら，　1965）．途中陰転者で増減不明なものと除

き，A 地区では21 名中18 名が不変で2 名の減少と1 名（4．8％）

の増加が認められた．B 地区は殆んど同様の結

果で，31 名中不変が26 名，減少が3 名，増加が2 名（6．4

％）であった．これに対し無処理地区では31 名中不変22

名，減少1 名，増加8 名（25．8％）であって，　A，　B両

地区にくらべて増加したものが多かった（P＜0．05）．

d） 陰転率

前項の虫卵数の変動のうち，検査期間中に陰転したも

のは含まれていない．第10 表にその陰転率をまとめた

第10 表　検査時期別の陰転者

対象

処 理A 地 区

第1期

回
り

検

査
数

陰

転

者

49　33（46．9）
陽 性者26　16（61．5）
陽 転者14　8（57．1）
合　 計40　24（60．0）

処理B 地区　無処理地区

検

査

数

陰
転
者

検
査
数

52　16（30．
17　8（47．
52　32（61．
69　40（58．

8 ）1

）5

）O

）

陰
転
者

49　19（38．8）

40　18（45．0）
12　5（41．7）
52　23（44．2）

が，第1 期の陰転率はA 地区では46．9％，無処理地区

では38．8％であって有意差はない．B 地区では30．8％

の陰転率でやや低率である．
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第II期の陰転率はA 地区60．0％，　B地区58．0％であ

って， 無処理地区の44．2％よりやや高率であった．

4．各戸の陽転者出現数

陽転者数により各戸を分類すると第11 表の如くで，A

地区では1 人陽転が19 戸（70．4％），　2人陽転が7 戸（25．9％）

であって，3 人以上陽転は1 戸（3－7％）に

第u 表　第n 期における各戸およびその家族

からの陽転者数

地　 区

戸単
数 位

処理A 地区
処 理B 地区
無 処理地区

、、処理A 地区
人 芒 処理B 地区
数位

無処理地区

陽

転
数 1 名

27戸19（70．4）16　12（75．0）27　14（51．9）37

名19（51．4）21　13（59．1）49　14（28．5）

陽転 者数2

名

7（25．9）
3（18．8）
8（29．6）

14

6

16

（37

（27

（32 7 ）

3 名 以 上

すぎない．B 地区では上記の順に12 戸（75．0％），　3戸（18．8％），　1

戸（6．2％）であってA 地区と殆んど同様で

ある．一方の無処理地区では14 戸（51．9％），　8戸（29．6％），　5

戸（18．5％）の順であって，3 人以上が1 戸か

ら集中的に出現する例はA 、B 地区にくらべ3 ～5 倍

の高率である．

この傾向は人数単位にみても同様で，3 人以上が集中

的に陽転した例をまとめると，無処理地区では陽転者全

員の38．8％を占めている．これはA 地区の10 ．8％（P＜0．01），　B

地区の13 ．6％（P＜0．05）にくらべて3 ～4 倍

の高率である．

5．感染阻止効果の判定

以上の結果をまとめてみると，　A，　B両地区と無処理

地区を陽転率で比較すると殆んど差が認められなかった

が，受精卵排出者率，排出虫卵数及びその変動からみる

と処理地区における感染阻止効果が明らかとなった．と

くに無処理地区では第H 期の陽転者は約半数が受精卵排

出者であったが，処理A ，B 地区では大部分が感染す

る能力のない不受精卵の排出者であった．これは殺卵剤

の使用によって蛔虫感染の危険が著しく減少したことを

示すものであろう．

A 地区では第H 期のはじめに駆虫を実施して虫卵数を

減少させているが，第n 期の感染は第1 期，第H 期を通

じての殺卵剤の投入によって阻止されたものであろう．

それはB 地区で得られた感染阻止効果がA 地区と変らな

いことで実証される．即ちB 地区の当初の陽性率は33

％であ り，駆 虫を行 なわない の で 第n 期 も22 ～25 ％のヽ

陽性 率であっ た． 従っ て殺卵剤投 入の効果 なしとすれば

その排出虫卵による感染の危険 性はかなり高く， 駆虫を

行なっ た 無 処理地区（ 当初陽性率14．9％， 駆虫後3 ．7‘

％）にくらべて，第1 期ですでに2 倍以上， 第n 期には5

～6 倍の感染 の危険があっ た と推定 される． ところが，

実際にはB 地区では 無処理地区 の1 ／3～1／4の 感染濃 度

であっ て，こ の点から もB 地区においては 殺卵 剤に よる

感染阻止効果 の著しいこ とが認 められる．

実施地区における蛆虫感染様式 と

陽転者の疫学的検討

上 記の通り殺卵剤による蛔虫感染阻止効果が明らか ど

なっ たが， 殺卵剤の使用が蛔虫感染様式のどの部分に有

効であっ たかを検討する必要 がある．そこで以下 の如く

第1 回検査の陽性者を参考 とし，陽転者 の出現形式に よ

っ てこ れを推定し た．感染様式 の検討 のため第I，　II期：

の陽 転者 をまとめて対象とした．

1． 畑立入り頻度と陽転率

住民を畑立入り別に分けて 陽転率をみると， 第12 表

の如くで，両者の間に一定の関係がみられない．そこで

第12 表　畑立 入り頻度と陽転率（第1 ，H 期）

常時立入 る

地　 区

処理A 地区

処理B 地区
無処理地 区

検

査

数

陽
転
数

時 々 立 入 る

検
査
数

46　11（23．9）　65　13
20　4（20．0）　42　14
38　12（31．5）　101　15

陽

転

数

立 入 ら た い

検

査
数

陽

転

数

（20．0）　135　30（23．0）
（33．3）　95　19（20．0）

（14、9）　190　44（23．2）

第1 回検査の陽性者 とともに分布の型に よ っ て 検討し

た． 第3 図によれば， 地区全員 の 畑立入 り頻度 の 分布

と，陽性者．陽転者 の分布はかな り一致し てい る．こ れ

は陽性者．陽転者 が地区全員（母集団 ）か ら無 作為に抽

出 された サンプルで あるこ とを意味し， 畑立入りとい う

特定 の要因 によっ て感染 が行なわれたとい うことは否定

される．

2． 年令別，性別の陽転率

この結果は第13 表に示したが， 陽転者は 性別に大き

な差はない（陽性者は第2 表参照）．年令別に みると各年

令層 の人員 が少 ない ので充分 な検討 が出来 ない．そこで

前項 の畑 立入り率で差 がな か っ たA ，B 両 地区をまと

め，分 布の型 によっ て観察した．

その結果，第4 図 に示 す如 く，い づれの地区 も住民の・

（20 ）
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畑立入り分布
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第13 表　年齢別 陽転率（第1 ，II期）

処理A 地区　 処理B 地区　 無処理地区

年 齢

O～910
～1920
～2930
～3940
～4950
～5960
～6970
～

－
計

男
女

地
区
全
員

陽

転

者

40　12（30．0）61
8（ユ1 ）12
5（41．7）

27　4（14．8）
49　12（24．5）
24　5（20．8）
18　5（27．8）
15　3（20．0）

地

区

全

員

34
31
11
26
15

14
16
10

陽

転

者

9

3

2

9

3

（26

（8

（18

（34

（20

地　　 陽

区

ノなヽ 　　
転

王
員　　 者

5）　53　17（32ユ）1）　82
11（13．4）

2）　24　5（20．8）
6）　32　8（25．0）O
）51　10（19．6）7）　44　9（20．5）3）　24　6（25．0）O

）19　5（26．3）

246　54（22．0）　157　37（23．6）　329　71（21．6）

n1　26（23．4）　82　19（23．2）　164　32（19．5）
135　28（20．7）　75　18（24．0）　165　39（23．6）

年令分布 と陽性者．陽転者 の年令分布は基本的に一致し

ているこ とが 分っ た． 処理地区では40 才台が高率で，

無処理地区では低年令層に僅か の変動がみられる．
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挧伺理詑区

陽転者の年齢分布

3．野菜の購入状況と陽転率

第14 表にみられる如く，陽転者が出現した戸数は自

家生産群で殆んど変らない．購入の各戸別の人数をまと

めて陽転率をみて乱 野菜の購入状況と関連があるとは

いえない．従ってこの地区での主な感染は購入した野菜

によるものではないと推定される．

但し，第1 回検査の陽性者でみると無処理地区の自家

生産群のうち陽性者のいた戸数，その家族の陽性者数は

購入群の2 倍であることが特徴である．これについては

あとに述べる．

4．蛔虫感染様式と殺卵剤の効果

前項までの結果を綜合すると，住民の畑立入り頻度，

年令，性別及び各戸の野菜購入程度はこの場合蛔虫感染

の主な要因とはならず，この地区の陽性者．陽転者は住

民からランダムに出現したと見倣される．従ってこの地

区の蛔虫感染はさきに報告した鞭虫感染と同様に，「虫

卵による地区の汚染」に起因すると考えるのが妥当であ

ろう．

（21 ）
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戸 数 単 位

人 数 単 位

野菜 の

購　入

買わぬ
買　う

買わぬ
買　う

検
査
数

第14 表　野菜の購入別と陽性率，陽転率（第1，n 期）

処理A 地区　　　　　　　　　処理B 地区

陽

性

数

28 戸15（5330　16（53118

名　25（21128　24（18

6 ）3

）

2 ）8

）

陽

転

数

19（67．9）
15（50．0）

29（24．6）
25（19．5）

検
査
数

18
17

88

69

陽

性

数

13（72．2）

9（53．0）

35（39．8）

17（24．6）

陽

転

数

13（72

9（53

2 ）O

）

20（22．7）
17（24．6）

陽性数 は第1 回検査による． 家単位は陽性者及び陽転者 のい た家 を示 す．

陽転数は 第1 ，n 期の合計．

その「虫卵による地区の汚染」による感染は， 具体的

には野菜を介しての感染として現れる可能性が大きい と

思われるが，これは次のことから推測される．即ち， 前

項で無処理地区の第1 回検査の陽性率は自家生産群にお

い て戸数でも人員でも購入群の2 倍の高率であることを

述べた（第14 表）． 無処理地区のごとく 蛔虫陽性率が 低

い 場合（14．9％） は， その地区の 蛔虫感染は 専ら野菜

を自家生産物に依存する家庭に集中するとみられ， これ

は虫卵で汚染された野菜を介して感染が起こることを示

すものではなかろ うか．

考　　 察

殺卵剤による寄生虫感染阻 止効果 を判定する際には，

その地区に既に撒布されてい る生 存卵により感染が起る

こ とに注意しなければならない． 即ち前報の鞭虫感染阻

止効果判定の際に行なっ た如 く， 撒布されてい る虫卵が

死 滅したあ との陽転率をもっ て殺卵剤の効果判定 の資料

とすること が望ましい． そこで 今回も 殺卵剤投 入後10

ヵ 月間を第1 期，あとの12 ヵ 月を第H 期として区別し，

第n 期の結果を資料とした．

今回は殺卵剤の投 入と共 に第H 期の初めに駆虫を行な

っ た処理A 地区，こ れに対応し て駆虫だけ行なっ た無処

理 地区のほかに， 殺卵剤の投入 のみで駆 虫を実施し ない

処理B 地区を置い たこ とが特 徴である．そこ でまづ処理B

地区の特殊性と得 られた結果につい て若干 の考 察を行

なっ た．

1 ．集 団駆虫の感染阻 止効果

感染阻 止対 策とし て集 団駆 虫が有 効なこ とは既 に知 ら

れてい る． 集団 駆虫によっ て地区 の陽性 者の排出す る虫

卵数 の減少は陽性率 の低下 より著し く，再感染 の危険 は

減少するからである（小宮，　1959）．従っ て今回の如 く殺

卵 剤の投 入による感染阻 止効果 を調 べる場合は， 集団駆

検
査
数

無 処 理地 区

陽

性

数

陽

転

数

41　19（46．3）　22（53ブ7）36
8（22．2）　17（47．2）

196　　38（19．4）　45（23．5）
133　11（　8．3）　26（19．5）

虫を併用 するこ とは実 験方法 とし て望 まし くない．そ の

理 由は処 理地区 で得られた感染阻止効果 が果し て殺卵 剤

の投入に よる虫卵 の死滅に基づ くものか，或い は集団 駆

虫による排出 虫卵数 の減少に よるものかを区別し 難い か

らである．

また処理地区 と無処理地区 では駆虫 を実施す ると排 出

される虫卵数 が減少し，感染 の機会 が低下す るので陽転

率 の差 も顕著 になり得 ない．従って殺卵剤 の効果 をみる

ために は両地区 とも駆 虫を行 わず（陽性率 が90 ～100　％

では新感染 者の 検出が 困難 なので， こ の場合 は別とし

て），大量の虫卵が排出 される状態 にし て陽転率 を比較 し

なけ ればならない．

しかし 駆虫を実施し ない で殺卵 剤の投入 のみを行 なう

こ とは， 新たな感染を阻 止す るだけ で保有者 の寄生 虫駆

除 を考慮し てい ない点で，現 実の寄生 虫絶滅対策 とし て

は考え られないこ とであ る． そこ で今 回は実際に 行なわ

れるであ ろう対策 を予想し，A 地区 で集団駆虫 を併用 し

た殺卵 剤の効果を調 べた．一方，以上 の点から 殺卵剤単

独の感染阻止効果 をみ るた めには駆虫 を行 なわないで 殺

卵 剤のみを用い た地区 が必要 であ り，こ れをB 地区 にお

い て実施し た．

2 ．処理B 地区におけ る感染阻 止効果

B 地区では第n 期 の排出虫卵数は第1 期 と殆 んど変 ら

ないが，A 地区で は駆 虫に より虫卵数 は減少してい る．

し かしこ の両地区におけ る排出虫卵はひ とし く殺卵 剤に

よっ て死滅してい るか ら地区に生存卵 が撒布 されない点

では同一 の状態にあ る．従って理論的に両地区で は同 程

度 の感染阻止効果 が得 られる筈であ る．

実際に得 られた結果をま とめる と第15 表 の如 くで，B

地区では殆ん どA 地区 と同様 の感染阻止効果が得 られて

いる．こ れはB 地区で排出 された多数 の虫卵が殺卵剤 に

よっ て死滅していたこ とを示す ものである． とくにB 地

（　22　）
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調 査 項 目

検査人員
第1 回陽性率
最終回陽性率

皿才閇ぷ

第15 表　3 地区における各種結果の比較

処理A 地区　　　　　処理B 地区

第n 期陽転 者の受 精卵排出率
その虫卵数50 コ以上（3mg 中）
虫卵数の増加し た者

3 人以上の陽転 者のあつ た家
その陽転者の合計

246
19．9％　（49）
11．0％　（27）

22 犬 噌 ）10．7％　（3／28）o

（o／3）4．8％　（1／21）

3。7％　（1／27）10．8％　（4／37）

区 は初 めの陽性率は33 ％で最も高いが最終的に約12 ％

低下し，A 地区の低下 と同程度であっ た．

これに対して無処理地区は最も低い 陽性率であっ たに

も拘らず， 最終的 には3 ％の低下が認められたにすぎな

い． またその結果 をA ，B 地区と比較すると受 精卵排出

者率及びその排出虫卵数では4 倍以 上であり， 虫卵数が

増 加し た人数と3 人 以上が集中的に陽転した戸数では約5

倍であっ た．

B 地 区の結果 をみると， 長期間殺卵剤を投 入すれば途

中 で駆 虫を行 なわなくても充分 な感染阻 止効果 が得られ

るであ ろうとい う仮説 が正 しい ことを示し てい る．無処

理 地区 では駆 虫を行 なっ てい るにも拘 らず 感染 が継続し

てい るのは，駆 虫前に 撒布 された虫卵が 次に述 べる如 く

依然 とし て感染 源となってい たこ とがかなりの影響 を与

え てい るものと推定 される．

3 ．無処理地区の陽転率

前項で示した無処理地区 の陽転率を，小宮（1959） の

推定してい る「封鎖地域社会集団における1 回駆虫後の

陽転率」の理論値に従っ て検討した．即ち集団駆虫によ

っ て陽性率をO にしても，すでに地区に撒布されてい た

生 存虫卵（生存期間10 ヵ月 とする）による陽転，さらに

陽転者の排出する虫卵による陽転があっ て，駆虫後8 ～10

ヵ 月後には駆虫以 前の陽性率の約50 ％に 復帰する と

してい る． 今回の結果はこの理論値に近い陽転率であっ

た（駆 虫前 陽性 率14 ％に対する7 ％の陽転率）．

こ の場 合に陽転 率は地 区に残存してい た虫卵に起因す

る割 合は65 ％， 陽転者の排出卵に起因するものが35 ％

であ るとしてい るが，こ れから考 えると今回の感染阻止

効果は駆虫前 に10 ヵ月 間殺卵 剤を 投入し たために 得 ら

れた部分 が大きいこ とを推定せし める．

また今回は蛔虫卵 の生存期間を10 ヵ月 と仮定し たが，

（　23　）
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．5％
（1？）

11．1％　（2／18
0　（o／2）

6。4％　（2／31）6．2％　（1／16）13．6％　（3／21）

無処 理地区

329
14．9％　（49）
11．6％　（38）

21 ハ ポ ）48．8

ヅバ20／41）20．0％　（4／20）25．8

？べ8／31）

18．5％　（5／27）
38．8％　（19／49）

A ，B 両地区では長期間の殺卵剤投入によっても陽転者

が出現したことからみて，もしそれが他から持込まれた

虫卵が原因でないとすれば，野外における蛔虫卵の生存

期間はかなり長期に及ぶものと想像されるが検証はして

いない．

一方，小財（1960）は殺卵剤として亜硝酸ソーダを用

いて屎尿中の蛔虫卵を殺滅し，これによって起りうる感

染の約40 ％を阻止したと述べている．これによれば今

回と同様に集団駆虫により地区の陽性率を3 ．7～5．7％

に低下させたあと，8 ヵ月間の陽転率を調べて効果を判

定している．即ち処理地区では陽性率32．2％　（169／456，2

地区合計）の地区で8 ヵ月間に26．3％　（101／379）が

陽転しているが，無処理地区では駆虫前30．3％　（151／498）

の陽性率で，8 ヵ月間の陽転率は41．5％であると

している．

ところがこの無処理地区の陽転率をさきの「1 回駆虫

実施後の陽転率」として求めてみると約140　％であっ

て，これは理論値（50 ％）とくらべるとかなり高率で

ある．そこでこの原因について考えてみると，地区の陽

性率が今回の約2 倍であり，従って地区に残存する虫卵

による感染が多かったからではないかとも想像される．

小財（1960）の方法をみると駆虫前の殺卵剤投入期間は3

ヵ月であって，殺卵剤投入以前に撒布されていた生存

虫卵による感染があり，それは陽転率に攪乱を与えたこ

とが推定される．そこで亜硝酸ソーダの場合も今回と同

様に長期投入を続けたあとに効果判定をしていれば，処

理地区における生存虫卵の影響はかなり少なくなって，

感染阻止効果はかなり著しく現れたであろうと推定され

る．

4．集団駆虫と屎尿処理の併用による感染阻止効果

感染阻止対策としての集団駆虫の効果については多く
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第16 表　屎尿槽内蛔虫卵の培養による仔虫期卵出現率（虫卵数100～200 コの観察）

家 番 号
1

－

2　　3　4　5　　6　7　8　　9　101

－
47

0

処理A ，B 地区

2　3　　4　5　　6　7　8　9　10　n

52　35　　　　65　65　95　90　95　93
0　0　0　　0　0　0　　0　0　0

95
88

47

55
1964年6 月16日1964

年6 月23口8

月
11月

1965年2 月
5月
7月

9月
n 月

1966年2 月

0

0

0

0

0
0
0
0
0

0
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
0
0
0

0

0
0
0
0

00

0
0

0
0

0
0

0
0

0

0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

0
0
0
0

0

0

0

0

0

94　　　　　　　　　　46

92　　　　　　　　　67

90　82　95　96　40

58　95　98　92　62　55　32

70　85　93

95　　　　　　　25

92　76　　　　61　16　40

52　　　　　　　74　　　　88 61　56

の報告があり， とくに年 間駆虫回数 の増加に伴なっ て陽

性率は著しく低下する． ところが地区によっ ては陽性率

が容易に低下しない 場合もあり（川 本ら，　1954　；　藤井，1957），

これに関しては集団駆虫に際しての 種々の 条件

が検討 されねばならないが，地区における再感染 の問題

も無視し 得ないであろ う（森下，　1964）．地区 の 感染源

として の蛔虫卵 の消長に関す る調査報告 としては，西村（1952），

小林（1954） らの 報告 かおる が， 最近伊藤 ら（1961）

により陽性者 のい る家 の畑 からは陰性 者のみの家

の畑 の約12 倍の虫卵が検出 され， そ の 生 存率（ 仔虫期

卵率）は年 間平均40 ％ であるこ とが報 告されてい る．

屎 尿中の虫卵を殺滅し て感染防 止を実施した報告とし

ては，片 山（1955） が滋賀県 の農村で行なっ た屎尿温熱

処理がある．これはドラ ム缶に屎尿を入 れ，60 °C　15分

加熱し て 施肥し，　1951年6 月に98．6％　（74／75）の 陽

性率であっ たものを，　1953年12 月には11．8％　（8／70）

に低下させている．この間に5 回の駆虫を行なっ ている

が，同じく5 回の駆虫のみ行な っ た 対照地区では95．6％（441／460）

から4 年後の1954 年10 月に 至って も64．9％　（397／612）

の陽性率であった．また川越ら（1958） は

大阪府三島町で年間1 回 の駆虫 と屎尿 の温熱処理で，蛔

虫 と鉤 虫の陽性率を低下 せし め，虫卵 殺滅に よる感染阻

止効果 は大 きい とし てい る．

蛔虫の人 体内生存期問 はほぼ1 年 とい われ，長期 間観

察を続けると陽性者はかなり陰 転する． 今回の結果 から

みても10 ～12 ヵ 月の間に蛔虫陽性者の30 ～60 ％が陰転

してい る（第10 表）．こ の点 につい て佐々 ら（1960　b）は

同一対象を4 ヵ 月後に調べ51．0％　（50／98）の陰転率を

得た としている（地区陽性率33　％）．こ のような蛔虫 の

自然陰転率 からみて，屎尿中の虫卵を温熱又は殺卵剤に

よっ て殺滅するこ とは，その再感染を防止するこ とに寄

与す るばか りで なく，陽性率を低下せし める有力 な方 法

であ るこ とは明 らかであ る．今回 の屎尿中蛔虫卵 の生存

状況 の調 査に よっ ても， 第16 表の如 く 無 処理地区 では

かなりの虫卵が生存してい るこ とが認められた．

5．鞭 虫感染阻止効果との比較

蛔虫感染阻 止効果の調査地は前報の鞭虫感染阻 止効果

の湯合 と同一地区であり，両種寄生虫の感染阻止効果を

比較するこ とが出来る．即ち処理地区の結果をみる と，

第n 期 の鞭虫陽転率は無処理地区 の半分以下であっ た．

しかし今回 の蛔虫陽転率は両地区で変 らず，感染濃度 で

調 べると無処理地区 の1 ／4～1／5であった．

こ のように同一地区で行 なっ た蛔虫 と鞭 虫の感染阻 止

効果 が異なっ だ のは，い くつ かの原 因が考 えられる． そ

の第1 は両 種寄生 虫の陽性率の差である． 鞭虫陽性率は65．0％　（

処理地区），　45．6％　（無処理地区）であるから

陽転率は比較的 高く， 処理地区ではこれが阻止されて無

処理地区の陽転率との差は大きくなる．一方 の蛔虫 の揚

合は陽性率が ともに15 ～20 ％であっ た ところを 更に 駆

虫によっ て低下させているので，陽転率 の差は小 さく な

る．従っ ていづれ の地区 でも駆 虫を行 なわず，そ の結果

を比較す れば処理地区 では陽転率におい ても差 が認 めら

れたであ ろう．

第2 は両 種寄生 虫の産卵数 とそ の抵 抗力 の差が考えら

れる．即 ち蛔虫の1 日産卵量 は約20 万 とい われ． 鞭虫

の5，000～7，000にくらべて30 ～40 倍に達する．またそ

の自然条件に対する抵抗力 も強く， 低温におい ても鞭虫

卵より長 期間生存して い る（ 佐々ら，　1960　a）． 薬 剤に

対しても他の虫卵より抵抗力は大である（久津見，　1965）．

以上 の如く蛔虫卵は産卵数 が多く，外界諸条件下におけ

るその抵抗力も大きい ので，そ の再感染を完全に阻 止す

るこ とはかな り困難である と思 われる．

（24 ）



6 ．虫卵殺滅に基づく寄生虫感染阻止効果の総括

各種寄生虫卵に対してサイアベンダソールが顕著な殺

滅作用をもっ こ とは既に報告した（久津見，　1964，　1965）．

即 ち屎尿中，15 °C，7 日間作用の 条件では， 蛔虫卵に

対し ては 作用濃度約25　ppm　（0．0025％）で 完全 に殺滅

し， 鞭虫卵に 対 し て は 約3　PPm　（0 ．0003％）， 鉤 虫卵

に対し ては約1　Ppm（0．0001％）でこれを 完全に殺滅し

た．

そこ でサイ アベン ダソールを農村 で実際に 殺卵 剤とし

て使用し， その効果を対 照地区 と比較検討し たが， 各種

寄生 虫の感染 が阻止 されるこ とを認 めた．即 ち第1 報に

述 べた鉤虫蔓延 地区 にお ける結果 では， 起りうる感染の

約50 ％が阻止され（久津見ら，　1966　a），第2 報の鞭虫感

染阻 止効果によると50 ～70 ％の 感染が 阻止された（久

津見ら，　1966　b）． この第3 報にお いて も 蛔虫感染阻止

効果 が同様に認められ， 寄生虫感染予防対策の一つ とし

て殺卵剤の使用が有効であるこ とが明ら かとなっ た．

総　　 括

東 京都西多摩郡槍原村 に お い て，　1964年6 月 か ら1966

年3 月までの22 ヵ月問，毎月1 回各戸 の 屎尿貯溜

槽内に殺卵剤 としてサイアベンダソールを投入し，蛔虫

感染阻止効果をみた．処理A 地区 と無処理地区では殺卵

剤投入開始後10 ヵ月目 の1965 年4 月に集団駆虫を行な

っ た．処理B 地区では駆虫を行なわず， 殺卵剤単独 の効

果を調べた．虫卵検査は4 ヵ月毎，　1964年7 月 とn 月1965

年3 月，7 月 と11 月，　1966年3 月 の6 回，セロフ

アン厚層塗抹標本1 枚値 によっ て 行なっ た．　1965年4

月以降には虫卵数の計測 と受精卵，不受精卵の区別をし

た．

1） 蛔虫陽性率は処理A 地区で は 当初 の19．9％　（49／246）

から 最終的 に11．0％　（27／246）に低下した （P ＜0

．01）．処理B 地区 で は33．1％　（52／157）から21．0％（33／157）

に低下し た（PC0．05）．これに対し無 処理地区

では14．9％　（49／329）から最終的 に11．6％　（38／329）に

な り，低下 は認 められない．一方， 全期間の陽転率では

処理A 地 区22．0％，　（54名）処理B 地区23．5％　（37名）

であ り，無処理地区 では陽性 率が最も低かっ たに も拘ら

ず，殆 んど同様の21 ．6％（71 名）が陽転した．

2） 殺卵剤 の 感染阻 止効果は， 殺卵剤投入開始後 工0

ヵ月以 降に発揮されると 推 定し，　1965年7 月以 降の 検

査結果 で効果を判定し た． 即ち検査出来た陽転者の うち

受 精卵排出者率は処理A 地区では 工0．7％　（3／28），処理
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B 地区で は11．1％　（2／18）であるが， 無処理地区 で は48．8％　（20／41）

で処理地区の4 倍以上であっ た． 排出虫

卵数 の 多 い もの（ 塗抹3mg 中50 コ以 上）は 無処理地

区 にのみ認められた． また陽性者と陽転者 のうち，排出

虫卵 数の 増加 が 認められたものは， 処理A 地区4．8％

（1 ／21）， 処理B 地区6．4％　（2／31）であ るが，無 処理地

区では 約4 倍の25．8％　（8／31）であっ た．

こ の結果 から処理地区における陽転者は著し く軽感染

であ り， その90 ％は 不受精卵排出者 であっ て 排 出虫卵

は感 染 の危険 がないこ とが認 められた．

3） 家庭単位の調査で1 戸から3 人以上 の陽転者が集

中的 に出現した 戸数は， 処理A 地区 で1 戸（3．7％），

処理B 地区で1 戸（6．2％） であっ たが，無 処理地区で

は5 戸（18．5％） であっ た． そ の 陽転者合計と 陽転者

総数に対する比率は， 処理A 地区で は4 名（10 ．8％），

処理B 地区では3 名（13．6％） であ る が， 無処理地区

では約3 倍 の19 名（38．8％） であ り， 無 処理地区で は1

戸か ら集中的に陽 転する傾向が認められた．

4） 処理B 地区で は集団駆 虫を実施してないに も拘 ら

ず，こ れを実施し た処理A 地区と殆んど同 様の感染阻止

効果 が得 られた．こ れによっ て処理B 地区におけ る殺卵

剤単 独の感染阻 止効果 が明らかとなっ た．

5） 実施 地区 にお ける蛔虫感染様式 と殺卵剤 の効果 発

現 に関する考察を行なっ た．

稿を終るに当り， 御指導と御校閲を賜 わっ た寄生虫部

長小宮義孝博士に深 く謝 意を表し ます． なお有益な御助

言を戴いた石崎達博士，小林昭夫博士，柳 沢十四男博士

に御礼申上げます．現地において は元五 日市保健所長 大

八木重郎博士， 檜原村長清水保寿氏， 住民 課長小泉隆滋

氏，衛 生委員各位の御協力を得 たことを感謝します． と

くに桧原村衛生 係吉野高明氏，東京寄 生虫予防協会矢 口

勇氏 の熱心 な協同 作業 に厚く御礼申上げ ます． なお サイ

アベ ンダソールの供与を う け た 日本 メル ク万有株式会

社， ならび に同 社の菅 原郁生，前川 義孝， 田中正彦各 氏

に感 謝し ます．
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FIELD　TRIALS　OF　THIABENDAZOLE　AS　AN　OVICIDE　IN　THE

CONTROL　OF　HELMINTH　INFECTIONS

III．　EPIDEMIOLOGICAL　ANALYSIS　OF　THE　EFFECTIVENESS

IN　THE　CONTROL　OF　ASCARIS　INFECTION

Haruhiko　KUTSUMI，

VDepartment　of　Parasitology，　National　Institute　of　Health，　Tokyo ）Takaaki

HARA　＆　Kenji　YAMAMOTO

（Tok
、yo　Parasite　Control　Association，　Tokyo

）

Chemical　treatment　of　nightsoil　containing　helminth　eggs　is　used　for　the　purpose　of

minimizing　the　chance　of　helminth　infections．　In　the　first　and　second　papers　of　the　series　the

effects　of　nightsoil　treatment　with　thiabendazole　as　an　ovicide　on　the　infections　of　hookworm

and　whipworm　respectively，　were　reported．　In　the　present　paper　the　effect　is　e χamined　on

（　26　）



ascaris　infection　in　Hinohara－village　according　to　the　rates　of　new　infection　among　inhabitants

in　the　treated　and　the　non－treated　areas．　The　application　of　the　ovicide　was　undertaken　once

per　month　during　the　period　from　June　1964　to　March　1966　at　the　concentration　of　approχimately10　ppm．　Stool　e

χamination　was　made　on　the　inhabitants　every　four　months　such　as　Julyand　November　1964，　March，　July　and　November　1965，　and　March　1966　by　the　thick　smearmethod　with　cellophane　cover．

Since　the　begin　ing　of　the　use　of　the　ovicide　in　June　1964，　ascaris　eggs　eχcreated　fromthe　carriers　has　been　all　killed

in　the　treated　areas，　and　pre－eχisting　eggs　on　the　field　graduallydied　in　view　of　the　period　of　survival　of　about　10　months，

reaching　zero　in　April　1965．　The

whole　period　of　treatment　was，　therefore，　divided　into　two　periods，　from　June　1964　to　March

1965　and　from　April　1965　to　March　1966．　Then，　the　effect　of　nightsoil　treatment　was　evaluated

from　the　results　obtained　in　the　eχaminations　in　July　1965　and　later．

Mass　treatment　with　anthelmintics　（Miχture　of　Santonin　and　kinic　acid）　was　carried　outm　the　treated　A　（population　

：　246）　and　non－treated　（329）　areas　m　April　1965．　No　masstreatment　with　anthelmintics，　however，　was　carried　out　in　the　treated　B　area　（157），　from　thepurpose　of　e

χamining　the　sole　effectiveness　of　nightsoil　treatment．

1）　Incidence　rates　of　ascaris　infection　in　the　initial　and　final　eχanimations　were　19．9％and　11．0％　respectively，　in　the　treated　A　area　（P＜0．01），　33．1％　and　21．0％　（PC0．02）　in　thetreated　B　area，　and　14．9　％　and　11．6％

in　the　non－treated　areas．　The　rate　of　new】y－infectedcases　was　22．0　％　and　23．5％　in　the

treated　A　and　B　areas，　respectively．　In　the　non－treated

area，　however，　the　rate　of　newly－infected　cases　was　21．6　％，　even　in　such　a　low　incidence　rate

as　14．9％．

2）ln　the　non－treated　area，　fertilized　ascaris　eggs　were　observed　in　48．8％　（20／41）　ofthe　newly－infected　cases．　0n　the　contrary，　fertilized　eggs　were　observed　in　10．7％　（3／28）　and11．1％　（2／18）　of　the　newly－infected　cases　in　the　treated　A　and　B　areas，　respectively．　Thedifference　of　the　rate　between　the　treated　and　non－treated　areas　was　significant　

（P ＜0．01）．

3り　On　the　carriers　and　the　newly－infected　cases，　the　number　of　eggs　in　feces　was　countedby　a　direct　smear　method．　In　the　treated　A　and　B　areas，　the　increase　in　number　of　eggs　infeces　was　seen　in　4

．8％（1／21）and　6．4　％　（2／31）　respectively，　of　the　individuals．　In　the　non－treated

area，　the　increase　was　m　25．8％　（8．／31），　which　is　significantly　higher　than　that　in　the

treated　areas　（P＜　0．05L

41　The　number　of　families　from　which　more　than　2　newly－infected　cases　appared　was　5

families　（19　newly－infected　cases）　in　the　non－treated　area．　In　both　treated　areas，　however，　the

number　of　families　mentioned　above　was　low，　1　family　（4　cases，　P＜0．01j　in　the　treated　A　areaand　l　family　

（3　cases，　PC0．05）　in　the　treated　B　area．

5）　Chemical　treatment　of　nightsoil　with　thiabendazo】e　showed　a　preventive　effect　onascaris　infection．　The　effect　was　not　clearly　demonstrated　by　the　rate　of　the

newly－infected

cases，　but　became　clear　in　the　individual　worm　burden．　Unfertilized　eggs　eχcreated　from　theindividuals　m　the　treated　areas　cannot　become

the　sourse　of　re－infection．　It　is　worth　while　to

notice　that　the　preventive　effect　observed　in　the　treated　B　area，　in　which　no　anthelmintics　was

used，　was　approχimately　the　same　that　in　the　treated　A　area．

（27 ）
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